
各業界団体の長 殿  

国土交通省総合政策局不動産業課長  

 

いわゆる「中間省略登記」に係る不動産取引の運用改善について  

 標記に関し、平成 19 年 5 月 30 日に規制改革会議において決定された『規制改革推

進のための第 1 次答申』を踏まえ、今般、別添 1 の通り『規制改革推進のための 3 か

年計画』が平成 19 年 6 月 22 日に閣議決定されたところである。  

 これを踏まえ、宅地建物取引業法の適用関係に関し、下記事項について、貴団体

加盟の業者に対する周知及び指導を行われたい。  

記  

 甲（売主等）、乙（転売者等）、丙（買主等）の三者が宅地又は建物の売買等に関与

する場合において、実体上、所有権が甲から丙に直接移転し、中間 者乙を経由しな

いことになる類型の契約である「第三者のためにする売買契約の売主から当該第三

者への直接の所有権の移転」又は「買主の地位を譲渡した場合 における売主から

買主の地位の譲受人への直接の所有権の移転」については、乙が宅地建物取引業

者で丙が一般消費者であるとき、契約形態の違いに応じ、宅地 建物取引業法の適

用関係について次の点に留意すること。 

1．甲乙間の契約を第三者のためにする契約とし、かつ、乙丙間の契約を他人物の売

買契約とする場合において、乙が他人物の所有権の移転を実質的に支 配している

ことが客観的に明らかである場合には宅地建物取引業法第 33 条の 2 の規定の適用

が除外されることとなるよう、別添 2 の通り、宅地建物取引業法施 行規則（昭和 32

年建設省令第 12 号）第 15 条の 6 の規定を改正したこと（平成 19 年 7 月 10 日公布・

施行）。 

2．乙丙間において買主の地位の譲渡を行う場合、又は甲乙間の契約を第三者のた

めにする契約とし乙丙間の契約を無名契約とする場合は、乙丙間の契約 は民法上

の典型契約たる宅地建物の売買契約とは異なるため、乙が宅地建物取引業者であ

っても売買契約に関する宅地建物取引業法の規律を受けない。 

 一方、この場合には、乙丙間の契約について乙に重要事項説明や瑕疵担保責任の

特例等の宅地建物取引業法上の規制が及ばず、また、不適切な行為があった場 合

に宅地建物取引業法違反の監督処分を行えないため、丙は消費者保護上不安定な

地位にあることから、そのような契約形式による場合には、宅地建物取引業者 乙に



宅地建物取引業法上の重要事項説明や瑕疵担保責任の特例等の規制が及ばない

ことや、瑕疵担保責任については個別の合意に基づく特約によることなど、丙 が自

らの法的地位を十分に理解した上で行うことが前提となる。 

 このため、丙との間に契約当事者である乙は、そのような無名契約の前提について、

丙に対して十分な説明を行った上で、両当事者の意思の合致のもとで契約を締結す

る必要があることに留意すること。 

 


